自己点検表（視聴覚障害者情報提供施設）　施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	（共通事項）

第１　基本方針

（１）利用者に対し、その自立と社会経済活動への参加を促進する観点から健全な環境のもとで、社会福祉事業に関する熱意及び能力を有する職員による適切な支援を行うよう努めているか。

（２）利用者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に立って、支援を行うよう努めているか。

（３）できる限り居宅に近い環境の中で、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町、身体障害者の福祉を増進することを目的とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めているか。

（４）利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるよう努めているか。
第２　構造設備の一般原則

（１）施設の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じて工夫され、かつ、日照、採光、換気等の利用者の保健衛生に関する事項及び防災について十分考慮されているか。

第３　設備の専用

（１）施設の設備はもっぱら当該施設の用に供しているか。ただし、利用

　　者の支援に支障がない場合には、この限りでない。≪別表１≫
第４　職員の専従

（１）職員は、もっぱら当該施設の職務に従事することができる者をもつ

　　て充てているか。ただし、利用者の支援に支障がない場合には、この限りでない。≪別表２≫　≪別表４≫
第５　非常災害対策

（１）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備（スプリンクラー、自動火災報知設備、消防機関へ通報する火災報知設備、消火器、防炎カーテン・じゅうたん等）を設け、消防用設備等の点検及び報告等を行っているか。

（２）地震、風水害、火災その他の災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者及び利用者に周知しているか。

防火管理者氏名

消防計画の直近の届出日

　　　　年　　月　　日

        ※収容人員30人以上の事業所は消防署への届出が必要

　　　　　(収容人員　利用者、職員、出入り者の合計数)
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	身体障害者社会参加支援施設の設備及び運営に関する基準

平15厚令21
 第2条

平15厚令21
 第3条

平15厚令21
 第4条

平15厚令21
 第5条

平15厚令21
 第6条

消防法第17条の3の3




	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	（３）非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。

防災訓練の実施日

（直近３回分）

区分

　　　　年　　月　　日

通報　、　避難・救出　、　消火　、

その他（　　　　　　）、〔夜間想定〕

　　　　年　　月　　日

通報　、　避難・救出　、　消火　、

その他（　　　　　　）、〔夜間想定〕

　　年　　月　　日

通報　、　避難・救出　、　消火　、

その他（　　　　　　）、〔夜間想定〕

（４）（３）の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めているか。
（５）増築・改修等の工事があった場合、建築基準法や消防法の手続について所管の行政機関へ確認しているか。

（６）避難確保計画について
①浸水想定区域または土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設のうち、市町村地域防災計画に定められた施設については避難確保計画を定めているか。
②避難確保計画に基づき避難訓練を実施しているか。

第６　記録の整備

（１）設備、職員及び会計に関する諸記録を整備しているか。

（２）利用者の支援の状況に関する諸記録を整備し、当該支援を提供した日から５年間保存しているか。

第７　相談及び援助

（１）常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、その者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行っているか。

第８　秘密の保持等

（１）職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしていないか。

（２）職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じているか。

第９　苦情への対応

（１）施設は、その行った支援に関する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じているか。

体制

職名

氏名

苦情解決責任者

第三者委員

苦情受付件数（前年度）
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	（参考）

昭62.9.18社施第107

号

「社会福祉施設における防火安全対策の強化について」

水防法第１５条の３
土砂災害防止法第８条の２

平15厚令21
 第7条

平15厚令21
 第8条

平15厚令21
 第9条

平15厚令21
 第10条

社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針

平12.6.7社援1352




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	（２）施設は、その行った支援に関し、市町から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。

（３）社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が行う同法第85条第1

　　項の規定による調査又はあっせんにできる限り協力しているか。

第10　地域との連携等

（１）施設は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めているか。

第11　事故発生時の対応

（１）利用者に対する支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに市町、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じているか。

（２）利用者に対する支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っているか。

第12　運営規程

（１）下記に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定めているか。

　　①　施設の目的及び運営の方針

　　②　職員の職種、員数及び職務の内容

　　③　利用者に対して行う支援の内容及び利用者から受領する費用の額

　　④　施設の利用に当たっての留意事項

　　⑤　非常災害対策

　　⑥　虐待の防止のための措置に関する事項

　　⑦　その他施設の運営に関する重要事項

　　　■運営規程を添付
第13　施設長の責務

（１）施設長は、当該施設の職員の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っているか。≪別表３≫
（２）施設長は、職員に、本基準の規程を遵守させるために必要な指揮命令を行っているか。
第14　勤務体制の確保等

（１）利用者に対し、適切な支援を行うことができるよう、職員の勤務の体制を定めているか。

（２）施設の職員によって支援を行っているか。ただし、利用者の支援に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。
（３）職員に対し、その資質の向上のため研修の機会を確保しているか。

≪別表５≫
（４）適切な支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じているか。
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	平15厚令21
 第11条

平15厚令21
 第12条

平15厚令21
 第42条準用

（第20条）
平15厚令21
 第42条準用

（第21条）
平15厚令21
 第42条準用

（第22条）


	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	第15 業務継続計画の策定等（令和６年３月３１日までは努力義務）
（１）感染症又は非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じているか。
（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しているか。
（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行っているか。
第16　衛生管理等

視聴覚障害者情報提供施設において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。（令和６年３月３１日までは努力義務）
（１）当該視聴覚障害者情報提供施設における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図っているか。
（２）当該視聴覚障害者情報提供施設における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
（３）当該視聴覚障害者情報提供施設において、職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施しているか。
第17　利用者に求めることができる金銭の支払いの範囲等

（１）施設が利用者に対して金銭の支払いを求めることができるのは、当該金銭の使途が直接当該利用者の便益を向上させるものであって、当該利用者に支払いを求めることが適当であるものに限っているか。

（２）（１）により金銭の支払いを求める際には、当該金銭の使途及び額並びに当該利用者に金銭の支払いを求める理由について書面によって明らかにするとともに、当該利用者の同意を得ているか。
（点字図書館）

第１　設備の基準

（１）おおむね下記に掲げる設備を設けているか。≪別表１≫
　　①　閲覧室

②　録音室

③　印刷室

④　聴読室

⑤　発送室

⑥　書庫

⑦　研修室

⑧　相談室

⑨　事務室

（２）相談室については、室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けているか。

（３）点字刊行物及び視覚障害者用の録音物の利用に必要な機械器具等を備えているか。
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	平15厚令21
 第42条準用

（第22の2）

平15厚令21
 第42条準用

（第23条第2項）
平15厚令21
 第42条準用

（第24条）
平15厚令21
 第35条


	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)

(記載不要)
	根拠法令

	第２　職員の配置の基準

（１）職員及びその員数は、下記のとおりとなっているか。≪別表２≫
　　①　施設長　　　　　　　　　　１

　　②　司書　　　　　　　　　　　１以上

　　③　点字指導員　　　　　　　　１以上

　　④　貸出閲覧員又は情報支援員　１以上

　　⑤　校正員又は音声訳指導員　　１以上

（２）（１）の職員に加えて、当該点字図書館の運営に必要な職員を置いているか。

（３）施設長は、司書として３年以上勤務した者、社会福祉事業に５年以上従事した者又はこれらと同等以上の能力を有すると認められる者であるか。≪別表３≫
（聴覚障害者情報提供施設）

第１　設備の基準

（１）おおむね下記に掲げる設備を設けているか。≪別表１≫
①　貸出利用室

②　試写室

③　情報機器利用室

④　製作室

⑤　発送室

⑥　相談室

⑦　研修室兼会議室

⑧　事務室

（２）相談室については、室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けているか。

（３）試写等に必要な機械器具等を備えているか。

第２　職員の配置の基準

（１）施設長その他当該聴覚障害者情報提供施設の運営に必要な職員を置いているか。≪別表２≫
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	平15厚令21
 第38条
平15厚令21
 第41条第1項
平15厚令21
 第37条
平15厚令21
 第40条
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